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事   業   名 法適用 収支額(千円)
普通会計からの繰入

額(千円)
職員
数(人)

〃

事 業

915,577 8,640,700

279,444

後期高齢者医療 〃 398,723 6,993,656

交通災害共済 〃 206,025

　※　想定企業会計分

95,296

国民健康保険

〃 326,563 8,024,028〃
3

102,325

－ 被 保 険 者 一 人 当 り
保 険 税 調 定 額 （ 円 ）

9

277,566
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138 加 入 世 帯 数

83

86
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〃

一 世 帯 当 り
保 険 税 調 定 額 （ 円 ）277,566

被 保 険 者 数

無

418,882

68,909

141,508

有 国
保
会
計
の
状
況

収 支 額

6,336,611

被保険者一人当り費用（円)

344,966公
営
事
業
の
状
況

普 通 会 計 か ら の 繰 入 額 6,336,611

合      計 2,765 303,225 838,418

議 会 議 員

臨  時  職  員 議 会 副 議 長 666,000

(36人) 630,000

 うち技能労務職

教 育 公 務 員 185 341,296 63,140 議 会 議 長 720,000

5 296,080 1,480 教 育 長 760,000

 うち消  防  職 513 295,063 151,368 常 勤 監 査 委 員 565,000

一  般  職  員 2,580 300,495 775,278 副 市 長 870,000

1,030,000(一般行政職) ( 1,535) ( 308,052) ( 472,859) 市 町 村 長
(人) 月額    (円) (千円)

１人当り平均給料
(報酬)月額  (円)

区       分
職員数 １人当り給料 総給料月額

区       分
改定実施
年 月 日

一      般      職      員      等

実 質 単 年 度 収 支 △151,960 1,194,379 債務負担行為額 29,148,550

積 立 金 と り く ず し 額 2,500,000 3,000,000
後期高齢者医療

 伝染病関係

収益事業収入額 400,923  水防関係

22 地 方 債 現 在 高 174,459,881  競艇

 し尿処理

 農地関係

繰 上 償 還 金 21,194

積 立 金 2,047,500 4,095,700 積 立 金 現 在 高 33,052,879

6.5  ごみ処理
279,346 98,657 公債費負担比率 14.2

事務の共同
処理の状況単 年 度 収 支

実 質 収 支 3,193,388 3,292,045 実 質 収 支 比 率 2.8

    都市開発
383,204 254,745 財 政 力 指 数

翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

 近畿

    近郊整備0.75221

歳 入 歳 出 差 引 額 3,576,592 3,546,790 標 準 財 政 規 模 115,592,720         産炭

        工特

 低開発 新産63,344,388

259,651,004

歳 出 総 額 256,074,412 229,635,436 基準財政収入額

千円

歳 入 総 額 233,182,226 基準財政需要額 87,893,731
 不交付 山村

 再建   過疎
千円

27.7

人   旧布施・河内・枚岡三市合併 国 調

％482,133 ％ ％

△ 1.7 人

58,967

％
S35.10.1 以降の合併状況

27.8

％ ％ ％人 61.78 7,995 人

493,940 492,760 R 2 年

522 53,237 128,894
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基

人 H27 年

人

502,784 501,649 国 調

国

調

人 人 人

就

業

人

口

市町村名 東  大  阪  市

人              口 面  積 人口密度
人口集中
地区人口

産      業      構      造

区    分 第２次

決 算 状 況 大 阪 府
ふりがな ひがしおおさかし 3年度交付税

種 地 区 分

令 和 3 年 度 都道府県名 ｺｰﾄﾞ番号 ２７２２７２ 市 町 村 類 計 中核市

区                分 令和2年度 令和3年度 区       分
指  数  等 指定団体等

の  状  況(千円)

  S42.2.1

485,928 



％ ％ ％

33.2 62.9 22.0

0.0 0.1 17.6 (18.7)

0.2 0.5 16.6 (17.7)

0.3 0.6 16.6 (17.7)

5.0 10.3 0.0 (0.0)

0.1 0.1

0.4 0.9

0.6 1.1

10.8 21.8 11.5 (12.2)

10.5 21.8 1.1 (1.2)

0.3 12.4 (13.2)

51.0 99.0

0.0 0.1

0.7 (0.0)

0.7 0.6 11.9 (12.7)

0.2

31.2 ％

93.1 (99.2)

6.8

0.4 0.2 経常一般財源

0.3 千円

1.4

1.5 歳入一般財源等

1.1 0.1 千円

4.7

100.0 100.0

0 　臨時財政対策債 を含む。）

％ ％

40.1 0.3

32.7 8.6

7.4 53.5

41.4 9.2

0.9 0.1

5.7 0.1

1.5

88.1 7.5

2.3

11.9 8.3

0.0 0.0

8.8 8.6

3.1

100.0 100.0

400,000

410,000 ％

1,750,000 99.2

3,000,000

99.7

99.5
※普通建設事業費の補助事業費には受託事業費の補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費の単独事業費を含む。

1,095,127 合        計 136,788,488

適      用      税      率      の      状      況

徴

収

率

区        分
現  年
課税分

滞  納
繰越分

合  計

123,023,471 48,423,136民 生 費

合      計 77,467,415 △ 0.3 67,798,030

2,369,300 △ 1.3 2,478,576

112,364,375 100.0

区        分 決 算 額 構成比
充当一般
財源等

超過課税分
収入済額

4,422,025 2.0

（減収補てん債特例分 7,390,900

市              町              村              税 目      的      別      歳      出

合        計 233,182,226 合          計 229,635,436

16,332,098 14,283,766

0.0

投 資 的 経 費

内

訳
失業対策事業費

6,075,729

 う　ち　補　助

(59.9)

159,648

4.6 4,156,179

136,788,488

1,435,516 1

3,996,531

98.9

81.7 99.3

8.4／100　6.0/100

2.6 111,550,831

140,335,278

1.00
法人
税割

所 得 割 160,000 円 固 定 資 産 税

合          計 66.2
固定資産税 1.4／100

市 町 村 民 税

市
町
村
民
税

130,000

3,500 円

48.6 98.3

150,000 円 円

円 円

個

人

分

均 等 割

標準税率に
対する比率

50,000

法

人

分

均
等
割

円 円

120,000 円 円

前年度繰上充用金

229,635,436

％ ％

旧 法 に よ る 税

諸 支 出 金
19,872,156 19,872,134都 市 計 画 税 6,812,982 △ 1.6

内
訳
事 業 所 税

0.7入 湯 税

公 債 費

災 害 復 旧 費 8,595

19,018,534 15,912,596教 育 費

583

9,182,865 △ 1.4 2,478,576目 的 税
5,167,056消 防 費
13,328,5731,095,127

法 定 外 普 通 税

土 木 費

5,223,476

17,132,39665,319,454△ 0.2小    計 68,284,550

商 工 費 2,642,3883,471,499特別土地保有税
4,338,7724,429,839 7.2 農 林 水 産 業 費 254,107 131,496市 た ば こ 税

労 働 費 202,087 195,375軽 自 動 車 税 700,532 3.3 759,397

固 定 資 産 税 32,115,667 △ 0.2 31,379,892 衛 生 費 21,033,254 13,588,405

5,706,229 6.8 3,275,472 1,095,127

内
訳 法 人 分

738,594
個 人 分 25,332,283 △ 2.8 25,565,921 総 務 費 19,657,267 16,788,735

市 町 村 民 税
千円 千円 千円

31,038,512 △ 1.2 28,841,393 1,095,127 議 会 費 738,594

千円千円 ％

決 算 額 構成比
対前年度
増 減 率

区       分
×100／75
基準税額

119,755,275

3,576,592

地 方 債 10,951,900

102,922諸 収 入 2,479,279

8,595 0.0
繰 越 金

繰 入 金 3,350,967

寄 附 金 788,291 う　ち　単　独

災害復旧事業費

152,258

279,251財 産 収 入 864,335

0.1 152,258

15,741,761

国有提供交付金 う ち 人 件 費

都道府県支出金

前年度繰上充用金

普通建設事業費 10,497,754

10,506,349 4.6 4,156,17972,710,281

使 用 料 繰 出 金

国 庫 支 出 金

手 数 料 356,852

21,354,298 9.31,667,768 622,912

分 担金 ・ 負 担金

投資及び出資金

14,843,540

1.0

20,971,424
小　　　計 118,911,981 111,286,612 積 立 金

2,241,226・貸付金

交通安全交付金 72,678

1,709,541

72,678

7,181,819

703,228 補 助 費 等 22,650,583 9.9

8,134,019 3.5

11.3 17,284,073 13,731,619
普 通 0.7 1,397,457 1,362,606

地 方 交 付 税

内
訳 特 別

1,039,486

25,252,571 24,549,343 物 件 費 26,104,230

24,549,343 24,549,343 維 持 補 修 費 1,561,498

小　　　　計

851地方消費税交付金 11,555,086

法人事業税交付金 1,039,486

19,871,305 8.7 19,871,283

161,579 161,579

19,871,283
一時借入金利子 851 0.0 851

19,872,156 8.7 19,872,134 19,872,134
元 利 償 還 金

570,543 公 債 費

株式等譲渡所得割交付金 642,622 642,622 内
訳

88,805,558 38.6 21,277,464 21,044,247
配 当 割 交 付 金 570,543

17,939,654 15.0 (16.0)
利 子 割 交 付 金 71,987 71,987 扶 助 費

う ち 職 員 給
19,157,097 8.3 17,939,654

12.4 26,880,324 26,412,91870,654,433 人 件 費 28,405,519

地 方 譲 与 税
823,047 0.4 823,047 0.7

千円

(23.5)地 方 税 77,467,415

千円 千円 千円 ％ 千円

決 算 額 構成比
経常一般
財源  Ｋ

Ｋ の
構成比 区         分 決 算 額

歳                                入 性          質          別          歳          出

構成比
充当一般
財源等

経常一般財源
経常収
支比率区       分

類  型 中核市
※経常収支比率の( )内数値は、減収補てん債特例分及び
  臨時財政対策債を経常一般財源から除いた経常収支比率

1,327,645 1,218,486

市 町 村 名 東  大  阪  市

11,555,086
自動車税環境性能割交付金

67,329,299 56.2137,083,233 59.7 68,029,922
地方特例交付金


